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要旨　本研究は，令和５年４月に市政研究センター創設から 20周年を迎えることから，これまでの取組や成果，

課題を取りまとめるとともに，庁内各課の支援ニーズや他都市の取組状況などを調査しながら，「自治体シンク

タンク」としての市政研究センターの今後のあり方を提案することを目的とする。

　エビデンスに基づく政策立案が求められる庁内職員に寄り添った政策形成支援を行い，職員が活用し，職員に

頼られ，身近に感じてもらえる市政研究センターとなるための取組を提案する。

キーワード：自治体シンクタンク，政策形成支援，EBPM

１　はじめに

（1）研究の背景と目的

　本市では，市が抱える行政課題について調査研

究し，新しい時代に対応した政策提案を行う「自

治体シンクタンク」として，平成 16年４月に市

政研究センターを創設した。

　市政研究センターは，専門的・基礎的な視点か

らの調査研究に基づく政策等の提案を行う「調査

研究機能」，質の高い政策研究を担える人材を育

てる「人材育成機能」，政策情報を収集・発信す

る「情報収集・発信機能」を有しており，これま

で様々なテーマによる調査研究や「３２２９（身

につく）勉強会」の開催，「大学生によるまちづ

くり提案」などを実施してきたところである。

　本研究では，市政研究センターが，令和５年４

月に創設から 20周年を迎えることから，これま

での取組や成果，課題を取りまとめるとともに，

庁内職員の支援ニーズや他都市の取組状況などの

調査を踏まえて，「自治体シンクタンク」として

の市政研究センターの今後のあり方を検討し，提

案することを目的とする。

（2）研究の構成

　まず，市政研究センターの設置経緯等について

振り返る（２章）。次に，公益財団法人日本都市

センターが作成している「都市シンクタンクカル

テ」や他の自治体シンクタンクの研究論文を参照

するとともに，令和４年７月に本市が独自に実施

した「自治体シンクタンクアンケート調査」の実

施結果などを踏まえ，全国の自治体シンクタンク

の状況・課題等を整理した上で，市政研究センター

を俯瞰する（３章）。さらに，令和４年６月に本

市職員を対象に実施したアンケート調査の実施結

果を分析し，市政研究センターが実施している事

業に対する職員の認知度や利用状況，改善意向を

踏まえ（４章），市政研究センターのこれまでの

主な取組と成果・課題を整理（５章）した上で，

最後に，設置 20周年を迎える令和５年度，さら

にはその先の 10年後，20年後に向けて，自治体

シンクタンクとしての市政研究センターのあり方

を提案（６章）する。

２　市政研究センターの設置経緯等

　第４次総合計画基本計画（平成９年）に「政策

研究センター」の設置を位置付けたことを契機と

して，平成 16年４月，市が抱える行政課題につ

いて調査研究し，新しい時代に対応した政策提案

を行う「自治体シンクタンク」として市政研究セ

ンターが設置された。構想から設置までの詳細に

ついて，市政研究センター初代副所長であった高
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井徹氏（現宇都宮ライトレール株式会社社長）は，

平成 17年の「都市経済研究年報第５号」で以下

のとおり言及している（高井　2005）。

Ⅰ　構想

　センター設置の構想は意外と古い。

　センターの設置を行政計画として初めて

位置付けたのは，第４次宇都宮市総合計画

基本計画（平成９年 11月策定）である。新

基本計画の「主要事業」として，「政策研

究センターの設立」を計上した。事業目的

は，「行政情報の集積などの機能を充実す

るとともに，他機関等との連携を図りなが

ら，政策課題の発掘，政策立案・提言を行う」

とした。

　筆者（高井氏）は，企画審議室（現在の

政策審議室の前身）の職員として，平成８

年度から９年度にかけて，総合計画基本構

想，基本計画の策定に携わった。主要事業

として計上した背景には，地方分権の進展

があり，特に，本市が平成８年度に第１次

指定の中核市へ移行したことを強く意識し

ていた。地域の自主性，自立性を高めるた

め，自治体の政策形成機能の強化を重要課

題とし，課題に対応する１つの仕組みとし

て，センターの設置を構想した。

Ⅱ　設置

　平成 15年，センター設置へ向けた検討は，

福田富一前市長が２期目の選挙公約の１つ

に「自治研究所の創設」を掲げ，当選した

ことにより，一挙に進展する。公約には「行

政法務支援機能と政策課題研究，政策形成

支援機能を備えた研究組織の整備」とあっ

た。

　また，同年，政策審議室内に「政策研究

グループ（係相当）」が設置され，市政の懸

案課題を専任で取組む体制の先駆けとなっ

た。このグループが，センター設置の検討

を担当し，センターの機能や体制など設置

案を策定し，庁内での調整，政策決定を経

て，平成 16年４月１日に設置するに至った。

　また，戸所（2019）によると，自治体シンク

タンクは，『地方分権一括法の制定された平成 12

年以降，自治体は中央集権型地域政策依存から脱

却し，地方分権型政策官庁を目指すようになった。

それに応える動きの１つとして，地域に根差した

研究を行い，地域独自の政策形成に貢献する組織

として，全国の役所内に設置された。』

　本市の市政研究センター設置は，地方分権の進

展といった全国的な流れに加え，第１次指定の中

核市への移行が強く意識されていたこと，また，

第４次宇都宮市総合計画基本計画への位置付けか

ら６年以上を要する「産みの苦しみ」の上，設置

された組織であることがわかる。

３　全国の自治体シンクタンクの状況

　　等から見る市政研究センター

（1）設置状況

　まず，日本都市センターが公表している「都市

シンクタンクカルテ」などから，全国の自治体シ

ンクタンクの状況を調査した。

　最新の令和３年度の「カルテ」では，全国 45

の自治体において「自治体シンクタンク」が設

置されており，設置類型については，45団体中

25団体（55.6％）が，本市の市政研究センター

と同様の「内部設置型」を採用，全体の過半を占

めており，次いで「公益財団法人型」が 10団体

（22.2％），「大学付属機関型」が４団体（8.9％），

その他にはＮＰＯ法人や常設の任意団体などがあ

る。
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（2）組織体制

　「内部設置型」の研究に係る支出規模（人件費・

オフィス賃借料・光熱水費等の間接費を除いた費

用）について，平成 30年度の決算額を集計する

と平均 3,968 千円となっている。

　また，令和元年度の人員体制（研究員数）を見

ると「内部設置型」は平均４人（常勤職員３人，

非常勤研究員１人）となっており，市政研究セン

ターの同年度の決算額は 3,710 千円，研究員数

は４人であることから，全国の自治体シンクタン

クの中においても標準的な組織体制であると言え

る。

（3）「内部設置型」シンクタンクの取組

　「都市シンクタンクカルテ」によると，全国の

自治体シンクタンクでは，主に「調査研究」「政

策形成支援」「情報収集発信」「大学等とのネット

ワークづくり」に取り組んでいる。

1）調査研究

　本市と同じ「内部設置型」の状況について，さ

らに「カルテ」を見ると，平成 28年度実績では，

当時の 27団体全てが調査研究に取り組んでおり，

「政策提案を目的とする研究」に取り組む団体

が，回答 19団体中 14団体（73.7％）と最も多く，

研究テーマの設定方法は「自治体シンクタンク自

ら発案・設定」が，回答 25団体中 19団体（76.0％）

と最も多い。これは市政研究センターの調査研究

の手法と同様である。

2）政策形成支援等

　「調査研究」以外の政策形成支援事業等につい

ては，令和４年７月に本市において，全国の内部

設置型自治体シンクタンクを対象に政策形成支援

等の取組状況に関する調査を表１のとおり実施し

た。

表１　令和４年本市自治体シンクタンク調査の概要

調査内容 自治体シンクタンクにおける庁内業務支援

等の実施状況を調査

調査期間 令和４年７月８日から７月15日まで

調査方法 日本都市センターの「シンクタンクカルテ」

登録の自治体シンクタンクのうち「内部設

置型」等の28団体に対してメールで回答

依頼

回答結果 21団体から回答（回答率75.0%）

筆者作成

　まず，「政策形成支援」については，21団体中

18団体（85.7％）において何らかの支援業務を

実施している。

　具体的な支援の内容は「大学連携に関する相談

対応」が９団体（42.9％）と最も多く，次いで「ア

ンケート調査相談支援」「人口統計等のデータ提

供」がそれぞれ７団体（33.3％）と続く。市政

研究センターが積極的に取り組んでいる「地図・

資料作成等の支援」は２団体（9.5％）と実施し

ている自治体シンクタンクは少ない（表２）。

表２　政策形成支援の取組状況

支援内容
大学連携に関する相談対応 9 42.9%
人口統計等のデータ提供 7 33.3%
アンケート調査相談支援 7 33.3%
政策形成アドバイザー派遣 5 23.8%
地図・資料作成等の支援（ＧＩＳ等） 2 9.5%
その他（共同研究等） 4 19.0%

自治体数

（N=21）複数回答可　実施状況調査から筆者作成

　次に，「大学等とのネットワークづくり」につ

いては，21団体中 16団体（76.2％）で大学と連

携した事業が実施されている。連携事業の内容は

各団体で様々ではあるが，比較的「共同研究・調

査」や「提供講座等」「まちづくり提案等」を実

施している団体が多く，市政研究センターも同様

に「大学生によるまちづくり提案」や「市提供講

義」などを実施している（表３）。
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（4）全国自治体シンクタンクが抱える課題

　令和元年に豊中市が，全国の自治体シンクタン

ク及び自治体シンクタンクの設置を検討している

市の 62団体を対象に実施した「自治体シンクタ

ンクアンケート調査」においては，「調査研究の

テーマの設定方法，研究成果の施策への反映」「研

究員のスキル向上のための配置年数，職員数の確

保」「シンクタンクの調査研究や活動に対する庁

内の認識不足」「中長期的な政策立案業務等に対

する庁内の理解不足」など，本市と同様の課題を

指摘する団体が多かった（石村　2020）。

　また，令和４年 11月に港区で開催された「自

治体シンクタンク研究交流会議」においては，本

市を含む，全国の自治体シンクタンクの職員等

35名が参加し，「少子化に伴う地域の課題と自治

体シンクタンクの果たすべき役割」をテーマに，

ワークショップやグループディスカッションを

行ったが，その中においても「調査研究のテーマ

設定や施策への反映」「担当課との役割分担」な

どが自治体シンクタンクの課題としてあげられて

いた。

（5）市政研究センターの位置づけ

　このような全国の自治体シンクタンクの状況に

関する調査を通じて，市政研究センターは，多く

の自治体が採用している「内部設置型」で，予算

規模，人員体制等についても標準的な水準であり，

基本的には他の自治体シンクタンクと同様の取組

を実施し，類似する課題を抱えていることが改め

て確認できた。

＜参考＞

『岐阜市未来創造研究室へのヒアリング調査』

　直近で新設された自治体シンクタンクの状況を

把握するため，令和２年４月に設立された岐阜市

未来創造研究室へのヒアリング調査を実施した。

　調査については，平成 28年度に市政研究セン

ターに研究員として在籍していた，岐阜大学教育

学部社会科教育講座（地理学）准教授の橋本操氏

に依頼した。調査結果の概要を以下に示す。

【ヒアリング調査概要】

Ⅰ　設立経緯

・「ＳＤＧｓの推進」「未来まちづくり構想

総合計画の策定」を目的に開設

・令和３年５月に岐阜市が「ＳＤＧｓ未来

都市」および「自治体ＳＤＧｓモデル事業」

に選定され，ＳＤＧｓへの取組を推進する

ことになったこと，令和３年度に「未来ま

ちづくり構想総合計画」を策定することを

踏まえ，その担当部署として開設

Ⅱ　重点的に取り組んでいること

・各部署の計画策定や事業推進のためのＥ

ＢＰＭの推進に向けた庁内へのアドバイス，

ＳＤＧｓに対する啓発を実施

・庁内全部署の政策課政策係（特に係長）

向けに，既存データの活用に向けた勉強会

を実施

Ⅲ　組織体制

室長１名，職員３人（専門の研究員はなし）

Ⅳ　今後の取組

・包括連携協定を締結している岐阜大学と

の共同事業の実施

・調査研究の実施と庁内共有，各部署の事

業との連携とフィードバック　など

3 

 

また，令和元年度の人員体制（研究員数）を見

ると「内部設置型」は平均４人（常勤職員３人，

非常勤研究員１人）となっており，市政研究セン

ターの同年度の決算額は3,710千円，研究員数は

４人であることから，全国の自治体シンクタンク

の中においても標準的な組織体制であると言える。 

 

(3) 「内部設置型」シンクタンクの取組 

「都市シンクタンクカルテ」によると，全国の

自治体シンクタンクでは，主に「調査研究」「政策

形成支援」「情報収集発信」「大学等とのネットワ

ークづくり」に取り組んでいる。 

1) 調査研究 

本市と同じ「内部設置型」の状況について，さ

らに「カルテ」を見ると，平成28年度実績では，

当時の27団体全てが調査研究に取り組んでおり，

「政策提案を目的とする研究」に取り組む団体が，

回答19団体中14団体（73.7％）と最も多く，研

究テーマの設定方法は「自治体シンクタンク自ら

発案・設定」が，回答25団体中19団体（76.0％）

と最も多い。これは市政研究センターの調査研究

の手法と同様である。 

2) 政策形成支援等 

「調査研究」以外の政策形成支援事業等につい

ては，令和４年７月に本市において，全国の内部

設置型自治体シンクタンクを対象に政策形成支援

等の取組状況に関する調査を表１のとおり実施し

た。 

表１　令和４年本市自治体シンクタンク調査の概要  

調査内容 自治体シンクタンクにおける庁内業務支

援等の実施状況を調査 

調査期間 令和４年７月８日から７月15日まで 

調査方法 日本都市センターの「シンクタンクカル

テ」登録の自治体シンクタンクのうち「内

部設置型」等の28団体に対してメールで

回答依頼 

回答結果 21団体から回答（回答率75.0%） 

筆者作成 

まず，「政策形成支援」については，21 団体中

18団体（85.7％）において何らかの支援業務を実

施している。 

具体的な支援の内容は「大学連携に関する相談

対応」が11団体（42.9％）と最も多く，次いで「ア

ンケート調査相談支援」「人口統計等のデータ提供」

がそれぞれ７団体（33.3％）と続く。市政研究セ

ンターが積極的に取り組んでいる「地図・資料作

成等の支援」は２団体（9.5％）と実施している自

治体シンクタンクは少ない（表２）。 

表２ 政策形成支援の取組状況 

 
（N=21）複数回答可 実施状況調査から筆者作成 

次に，「大学等とのネットワークづくり」につい

ては，21 団体中 16 団体（76.2％）で大学と連携

した事業が実施されている。連携事業の内容は各

団体で様々ではあるが，比較的「共同研究・調査」

や「提供講座等」「まちづくり提案等」を実施して

いる団体が多く，市政研究センターも同様に「大

学生によるまちづくり提案」や「市提供講義」な

どを実施している（表３）。 

表３ 大学連携事業の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 全国自治体シンクタンクが抱える課題 

令和元年に豊中市が，全国の自治体シンクタン

ク及び自治体シンクタンクの設置を検討している

市の 62 団体を対象に実施した「自治体シンクタ

支援内容
大学連携に関する相談対応 9 42.9%
人口統計等のデータ提供 7 33.3%
アンケート調査相談支援 7 33.3%
政策形成アドバイザー派遣 5 23.8%
地図・資料作成等の支援（ＧＩＳ等） 2 9.5%
その他（共同研究等） 4 19.0%

自治体数

事業内容 自治体数
共同研究・調査 4 19.0%

%0.914等座講供提
まちづくり提案等 3 14.3%
イベント等の開催 3 14.3%
プロジェクト演習等 2 9.5%
地域貢献活動への支援 2 9.5%
その他（事業連携等） 2 9.5%

（N=21）複数回答可 実施状況調査から筆者作成 

●自治体シンクタンク「市政研究センター」の今後のあり方に関する調査研究
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　岐阜市未来創造研究室の設立経緯は「ＳＤＧｓ

の推進」という時世を反映したものであり，当時

の「地方分権の全国的な進展」を背景に設立され

た市政研究センターの設立経緯と類似していると

も言える。また，調査研究よりもＥＢＰＭの推進

に重きを置いている点は，近年の行政の政策立案

に求められていることが強く影響していると思わ

れる。

４　職員アンケート調査結果

　こうした状況を踏まえ，市政研究センターが実

施している事業に対する認知度や利用状況などを

改めて確認するとともに，改善意向を把握し，今

後，市政研究センターが庁内各課の企画立案と職

員を効果的に支援できるようにするため，令和４

年６月に職員を対象としたアンケート調査を実施

した（表４）。なお，調査対象は，企画立案を担

当している，または直近までしていた職員から

様々な意見を聴取するため，主事級から課長補佐

（副主幹級）級までの全て職種の職員とした。

表４　令和４年本市職員アンケート調査の概要

調査内容 市政研究センターに関する職員アンケート

調査として，市政研究センターが実施する

事業の認知度や利用状況，改善意向を調

査

調査期間 令和４年６月30日から７月12日まで　　

調査方法 課長補佐（副主幹級）から主事級の全職

員2,863 名を対象に職員ポータルのアンケ

ートシステムにより実施

回答結果 2,024 名が回答

（回答率70.7％）

筆者作成

（1）企画立案業務経験等

　これまでに企画立案（計画策定，事業の企画・

調整，実施計画の計上，アンケート調査・分析等）

の業務経験がある職員は 1,016 名（50.2％）で

あり，経験のある職員に「企画立案業務において

苦労したこと」を質問したところ，96％が「デー

タ分析等の時間がなかった」「必要なデータ等が

不足していた」と回答するなど，多くの職員が課

題を抱えながら企画立案業務に対応していること

がわかった（図１）。

（2）センター事業の認知度等

　各センター事業の認知度や利用・活用の経験，

改善意向は以下の通りであった。

1）調査研究事業

　中期的な視野のもと先を見据えた調査研究や政

策提案を行う「調査研究事業」や毎年発行してい

る研究誌「市政研究うつのみや」を知っているか，

という質問に対しては，「知っていて読んだこと

もある」は 714名（35.3％）であり，そのうち，「研

究内容が業務に活かされたことがある」は 83名

（11.6％）と少ない状況であった。　　

　研究誌「市政研究うつのみや」については，毎

年度，全庁掲示板や市政研究センターのホーム

ページで周知するとともに，全課に配布している

ものの，「知らなかった」職員が 750名（37.1％）

いるのが現状であった（図２）。

その他

 

した（表４）。なお，調査対象は，企画立案を担当

している，または直近までしていた職員から様々

な意見を聴取するため，主事級から課長補佐（副

主幹級）級までの全て職種の職員とした。 

表４　令和４年本市職員アンケート調査の概要  

調査内容 市政研究センターに関する職員アンケー

ト調査として，市政研究センターが実施

する事業の認知度や利用状況，改善意向

を調査 

調査期間 令和４年６月30日から７月12日まで  

調査方法 課長補佐（副主幹級）から主事級の全職員

2,863 名を対象に職員ポータルのアンケ

ートシステムにより実施 

回答結果 2,024名が回答 

（回答率70.7％） 

筆者作成 

(1) 企画立案業務経験等 

これまでに企画立案（計画策定，事業の企画・

調整，実施計画の計上，アンケート調査・分析等）

の業務経験がある職員は1,016名（50.2％）であ

り，経験のある職員に「企画立案業務において苦

労したこと」を質問したところ，96％が「データ

分析等の時間がなかった」「必要なデータ等が不足

していた」と回答するなど，多くの職員が課題を

抱えながら企画立案業務に対応していることがわ

かった（図１）。 
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(3) 各センター事業の認知度や利用・活用の経験，
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1) 調査研究事業 

中期的な視野のもと先を見据えた調査研究や

政策提案を行う「調査研究事業」や毎年発行して

いる研究誌「市政研究うつのみや」を知っている

か，という質問に対しては，「知っていて読んだこ

ともある」は714名（35.3％）であり，そのうち，

「研究内容が業務に活かされたことがある」は83

名（11.6％）と少ない状況であった。   

研究誌「市政研究うつのみや」については，毎

年度，全庁掲示板や市政研究センターのホームペ

ージで周知するとともに，全課に配布しているも

のの，「知らなかった」職員が750名（37.1％）い

るのが現状であった（図２）。 

アンケートから作成 

の質問に対しては，「業務に活用できる研究テーマ

がある」が1,150名（58.9％）と最も多く，次い

で「興味を持てる研究テーマがある」が 981 名

（50.2％），「読みやすい工夫がされている」が750

名（38.4％）と多かった。 

2) 庁内業務支援 

地図情報システムＧＩＳを活用した地図・資料

作成等の支援やアンケートの調査方法，大学連携

に関する相談など，センターが実施している庁内

業務支援について，1,013 名（52.0％）の職員が

「知らなかった」と回答した（図３）。一方で，利

用したことがある職員の満足度は高く，全ての支

援項目について９割以上「満足」と回答した（図

４）。 
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アンケートから作成 

の質問に対しては，「業務に活用できる研究テーマ

がある」が1,150名（58.9％）と最も多く，次い
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　「どうすれば（さらに）読んでみようと思う

か」の質問に対しては，「業務に活用できる研究

テーマがある」が 1,150 名（58.9％）と最も多

く，次いで「興味を持てる研究テーマがある」が

981名（50.2％），「読みやすい工夫がされている」

が 750名（38.4％）と多かった。

2）庁内業務支援

　地図情報システムＧＩＳを活用した地図・資料

作成等の支援やアンケートの調査方法，大学連携

に関する相談など，センターが実施している庁内

業務支援について，1,013 名（52.0％）の職員が

「知らなかった」と回答した（図３）。一方で，利

用したことがある職員の満足度は高く，全ての支

援項目について９割以上「満足」と回答した（図４）。

　「どうすれば（さらに）各業務支援を利用しよ

うと思うか」の質問に対しては，「支援内容がわ

かりやすく周知されている」が 1,225 名（63.4％）

と最も多く，次いで「業務に活用できる支援（必

要な統計解析ツールやデータ等）がある」が 1,039

名（53.8％），「専門性が高く，気軽に相談でき

る環境が整っている」が 823名（42.6％）と多かっ

た。

3）庁内勉強会（３２２９勉強会）

　職員の政策形成能力の向上や業務遂行において

抱える課題の解消を目的に，様々なテーマに応

じて学識経験者等を招聘して実施している勉強

会について，「知っていたが参加したことはない」

が 874 名（43.3％），「知らなかった」が 794 名

（39.2％）と認知度，参加経験ともに低い状況で

あった（図５）。一方で，参加したことがある職

員の満足度は高く，93.3％が「満足」「やや満足」

と回答した。

　「どうすれば（さらに）参加してみようと思う

か」の質問に対しては，「業務に活用できそうな

テーマがある」が 1,132 名（59.4％）と最も多

く，次いで「興味を持てるテーマがある」が 1,031

名（54.1％），「参加しやすい工夫がされている（Ｗ

ｅｂ参加，動画配信等）」が 811 名（42.5％）と

多かった。

4）情報発信事業（みや研通信の発行）

　ＧＩＳの活用方法や社会情勢に応じた政策立案

に関連する情報を発信する庁内報「みや研通信」

について，「いつも読んでいる」職員は 257 名

（12.7％）であり，そのうち，記事が業務に活か

された経験を持つ職員は 22 名（8.6％）と少な

い状況であった。

　「みや研通信」については，毎月発行し，全庁

掲示板や市政研究センターのホームページで掲示

しているものの，「知らなかった」職員が 709 名

 

した（表４）。なお，調査対象は，企画立案を担当

している，または直近までしていた職員から様々

な意見を聴取するため，主事級から課長補佐（副
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（35.0％）いるのが現状であった（図６）。

　「どうすれば（さらに）読んでみようと思うか」

の質問に対しては，「業務に活用できる記事があ

る」が 1,203 名（63.6％）と最も多く，次いで「興

味を持てる記事がある」が 1,076 名（56.9％），「読

みやすい工夫がされている」が 880 名（36.0％）

と多かった。

5）大学連携事業

　大学生の視点やアイデアをまちづくりに活用し

ていくことを目的とした「大学生によるまちづく

り提案」や市職員による提供講義「実践・宇都宮

のまちづくり」については，各関係課の職員の協

力により実施している事業である。

　このような大学連携事業について「知っていた」

職員は 1,087 名（53.7％）とセンター事業の中

で最も多くの職員に認知されている。また，関係

課として事業に携わった経験を持つ職員は214名

（20.6％）であるものの，経験のある職員につい

ては，「所管事業の周知・ＰＲに役立った」108

名（30.9％），「個人のスキルアップや意識の向

上に役立った」105名（30.1％）など，好意的な

印象を持っていることが確認できた。

（3）自由意見

　「自由記入欄」には，78名の職員から市政研究

センターに対する具体的な提案や意見等があった。

1）新たな機能や環境

　「様々な分野の有識者と所管課をマッチングで

きるような機能」や「各課がもっている基礎デー

タの集約」などの新たな機能を求める意見に加え，

「各課の調査分析に厚みを持たせられるような相

談ができる環境」「よりオープンな環境の確保」「ふ

らっと立ち寄れるようなオフィス環境」など，相

談しやすい環境を求める声が多くあった。

2）既存事業の改善

　「調査研究の研究テーマが偏りすぎている」と

いった意見や「研究誌等を読みやすくする工夫」

「各課の分析・研究・提案の伴走的な支援」など，

既存事業の具体的な改善策について提案があった。

3）情報発信・周知

　「市政研究センターの利用方法がわからない」

といったセンター事業の周知不足を指摘する声や

「ヘルプデスク的な気軽な感じで相談できるとい

い」「顔のみえる関係になると相談しやすい」など，

相談しやすい環境づくりに向けた情報発信の充実

を求める意見が多かった。

（4）小括

　職員アンケート調査の結果から，今後も市政研

究センターが職員の政策立案を支援していく必要

性は高いと考えられるが，調査研究や庁内業務支

援などの各事業が十分機能しているとは言えない

状況にあることが確認できた。

　また，全ての事業において職員は「業務に活用

できること」を求めており，「専門性の高さ」や「気

軽に相談できる環境」を望む声も多く，今後の市

政研究センターのあり方の検討にあたっては，こ

うした職員の意見を十分踏まえていく必要がある。

５　これまでの市政研究センターの取

　　組と成果・課題

　令和５年４月に市政研究センターが 20周年を
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迎える中，改めてこれまでの主な取組と成果をま

とめるとともに，職員アンケートの実施結果など

を踏まえ，今後に向けた課題を整理した。

（1）調査研究

　中期的な視野のもとに今後顕在化が予測される

課題への対応策や先を見据えた政策を提案，令

和３年度までに 93本の研究論文を作成している。

社会情勢等に応じて，市政研究センターが研究

テーマを発案し，これまでの研究論文による政策

提案等のうち，25件（26.9％）は何らかの形で

市の施策に反映されている。

　一方で，研究テーマは各センター職員が有する

経験や問題意識等によって設定される傾向が強く，

研究可能な分野も限定されており，職員アンケー

トにおいても「調査研究が業務に活かされたこと

がある」という回答は少ないことから，今後は庁

内の意向を踏まえた調査研究を実施できる仕組を

検討する必要がある。

（2）政策形成支援

1）３２２９（身につく）勉強会

　職員の政策形成能力の向上と日頃の業務におい

て抱える課題の解消を目的に，大学の教授等を講

師とする少人数制の勉強会を令和３年度までに

106回開催している。この勉強会は，社会情勢等

に応じて，センターが政策立案に関連するテーマ

を検討し，多岐に渡る分野の勉強会を実施すると

ともに，各専門の大学教授等との人的ネットワー

クの形成にも寄与している。

　ちなみに，「３２２９（身につく）勉強会」の

名称の由来は，勉強会に参加すれば知識・人的ネッ

トワークが得られるという意味の「身につく」を

庁内掲示板等で周知する際に目を引くように，数

字の語呂合わせで「３２２９」と表記し，勉強会

の名称としたとされている。

2）庁内業務支援

　庁内各課のエビデンスに基づく政策立案を推進

するため，ＧＩＳを活用した支援やアンケート調

査に関する相談，大学連携に関する相談等に対応

しており，年間支援件数は年間 100件程度となっ

ている。

　ＧＩＳ支援で作成した資料は，各課における施

策検討や協議資料として活用されているほか，ア

ンケート調査への相談対応や学識経験者の紹介な

どにより，各課の施策事業の推進を支援している。

　こうした政策形成支援は，庁内各課の施策立案

や職員の業務上の課題の解決を支援することを目

的として実施している事業であるが，職員アン

ケートの結果を見ても職員の認知度は低く，職員

や部局によって活用に大きな偏りがある。庁内各

課の業務の分野は幅広く，専門性が高いことから，

政策形成支援の活用を促進していくためには，十

分な周知に加え，庁内各課の分野を網羅できる支

援体制を整備していく必要がある。

（3）大学連携

1）大学生によるまちづくり提案

　学生が本市のまちづくりについて意見を表明す

る機会を創出し，大学生等の課題解決能力を育成

するとともに，学生のアイデアをまちづくりに活

用することを目的に，令和３年度までに 17回実

施している。これまでに 223 件の提案を創出し，

37件（16.6%）は市の事業に何らかの形で活かさ

れている。

2）庁内各課における大学連携

　宇都宮大学との相互友好協定に基づき，これ

までに市提供講義「実践・宇都宮のまちづくり」

を 15回開催，市政情報を発信し，今後のまちづ

くりを担う人材を育成しているほか，庁内の若手

職員のプレゼンテーションの機会を提供している。

また，庁内各課と大学との共同研究や委員委嘱等

の調整依頼に対応しており，庁内の大学連携事業

の実績は令和３年度 200件を超えている。
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3）その他

　センターでは，政策及び施策の調査研究，立案

支援に関する業務を行う非常勤の職員として，令

和３年度までに 17名の研究員を採用してきた。

その多くは大学院修士課程修了後，大学教員等を

目指し，自身の研究に取り組んでいる研究者であ

り，センターの研究員として尽力いただいた後，

大学職員等として活躍している。そういった「み

や研ＯＢ」は，市内大学の教員として在籍（現在

６名）し，市施策推進の一番の理解者，協力者と

して支援いただくなど，大学とのネットワーク形

成に大きく寄与している。

　市政研究センターの大学連携事業である「大学

生によるまちづくり提案」については，今後も大

学生ならではの発想を本市のまちづくりに活かし

ていけるよう，提案の実現化を促進する仕組や

様々な学校が参加しやすくなる工夫が必要である。

また，庁内におけるＥＢＰＭの推進やデータ利活

用の促進などに向けて，今後も大学との連携を強

化していくとともに，新たな教育プログラムの実

施など，各大学の積極的な取組に対して適切な支

援を行っていく必要がある。

６　政策提案『市政研究センターの今後

　　のあり方』

　市政研究センターの事業は，その全てが最終的

には庁内職員の政策形成支援につなげることを目

的としている。職員アンケートの実施結果やこれ

までの取組・成果を踏まえ，市政研究センターの

今後を考えたとき，業務への活用につながりやす

い事業手法，内容へと改善を図るとともに，様々

な分野を網羅的に支援できる体制整備や職員が利

用しやすい環境づくりなど，職員に寄り添った支

援を行うための取組を展開していくことが必要で

ある。

　これまで着実に取り組んできた調査研究，政策

形成支援，大学連携事業などにおいて蓄積された

ノウハウ，大学等との人的ネットワークをフル活

用しながら，庁内各課が本市の抱える課題に的確

に対応できるよう，市政研究センターが取り組む

べきこと，自治体シンクタンクとしての市政研究

センターの今後のあり方を以下のとおり提案する。

（1）職員が“活用する”センター

　調査研究をはじめとする全てのセンターの事業

について，庁内各課の施策に活用できる内容・手

法とするため，庁内の状況や意向を反映した事業

計画を策定し，庁内各課の政策立案，施策推進を

支援できる体制を整備する。

1）センター事業に関する実施計画の策定

　調査研究事業や庁内業務支援等に関する３年程

度の実施計画について，庁内各課の状況や意向を

踏まえて策定し，庁内会議を経て意思決定する。

＜参考事例＞

『３か年計画の策定』　せたがや自治政策研究所

　令和３年１月に令和３年度を開始年度とする

「３か年計画」を新たに定め，せたがや自治政策

研究所の設置目的である「区政に関する総合的な

調査研究」の役割を適切に果たし，区の政策・施

策の調査研究及び提言を計画的・体系的に行う体

制を整備しようとしている。３か年計画は，政策

会議レベルの庁内会議において決定するなど，庁

内の意向を反映した計画としている（図７）。

図７　せたがや自治政策研究所３か年計画 

世田谷区ＨＰから引用
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（2）職員が“頼れる”センター

　職員の様々な支援ニーズに対応可能な体制を構

築することにより，多様化，複雑化する行政課題

を抱える庁内各課を支援する。

1）庁内の課題解決に向けた調査の実施

　これまでのセンター発案による中期的課題に対

応した調査研究については，自治体シンクタンク

としての重要な役割として位置付け，研究員の自

由な発想による基礎研究等に引き続き取り組んで

いく。

　さらに，庁内各課の課題解決に向けて，幅広い

分野において専門性の高い調査を可能とし，その

後の施策展開に反映できるようにするため，大学

との共同研究を拡充するとともに，民間シンクタ

ンクとの連携など，研究テーマに応じて多様な研

究手法を採用できるようにする。

2）各分野を網羅できる支援体制の整備

　各分野に対応できる専門人材を政策形成アドバ

イザーとして網羅的に確保し，政策形成のプロセ

スを伴走的に支援するとともに，基幹統計調査を

所管し，各種データ分析を担っている政策審議室

情勢分析グループとの同フロア化などによる連携

強化や社会調査学分野等の研究員の増員，新たな

統計分析ツール（ＳＰＳＳ等）の導入など，庁内

各課の様々な分野を網羅的に支援し，高い専門性

にも対応できる体制を整備する。

＜参考事例＞

『政策推進・未来創生アドバイザー』

豊橋市企画部政策企画課

　市の重要な施策に関し，助言，指導を受けるた

めの「政策推進アドバイザー」と先進技術や有用

な民間事例など，専門的知識や情報を得るため

の「未来創生アドバイザー」の２つの制度を創設。

自治体シンクタンクが予め候補者をリストアップ

し，学識経験者のほか，民間コンサルタント会社

やメディアサービス会社，マーケティング会社の

代表者等をアドバイザーとして委嘱，庁内各課が

業務内容に応じて選択することができるようにし，

制度の活用を促進している。

（3）職員が“身近に感じる”センター

　センターの事業に対する職員の認識度を向上さ

せるとともに，職員がセンターを身近に感じ，気

軽に利用したいと思える環境を整備することによ

り，庁内各課の政策立案と職員を全庁的に支援す

る。

1）認知度向上に向けた情報発信の充実

　「みや研通信」やセンターホームページの掲載

内容を充実させるとともに，新たな情報収集・発

信方法を検討し，庁内における認知度向上に取り

組む。

2）誰もが利用したくなる環境づくり

　令和４年度から，生産性向上や業務効率化など

を目的に庁内で試験的に実施しているオフィス改

革「スマートワーク」の取組をさらに拡大し，市

政研究センターが有する機能を効果的に発揮でき

る環境を整備する。

　具体的には，市政研究センターで様々な部署の

職員が自由に情報交換を行い，活発に議論するこ

とで，新たな発想を生み出す「知的創造の拠点」

となるよう，「専用相談スペースの新設」や「書

架コーナーの拡充」，「コミュニケーションエリア

（カフェコーナー等）の新設」などを行う。

７　おわりに

　

　これまでの 20年において，市政研究センター

は従来の市役所の部署では行えないような先進的

な調査研究や大学との連携事業などに積極的に取

り組んできた。そういった取組を通じて得たノウ

ハウの蓄積や人的ネットワーク構築は，本市に

とって貴重な財産となっている。その一方で，庁

内職員と市政研究センターとの意識の違いや認識

の乖離が小さなものでないことは職員アンケート
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の結果などからも明らかだと言える。

　現在，庁内職員はエビデンスに基づく政策立案

を強く求められている。事業部門の後方支援を行

う内部管理部門に属する部署として，職員に寄り

添った支援が求められており，今こそ職員との距

離を縮め，寄り添い，政策形成を強力に支援して

いくべきだと考える。

　また，次の 10年後，20年後に向けては，従来

のやり方に固執することなく，その時々の状況に

合わせて，柔軟に組織の形や役割，取組を変化さ

せていくことが重要である。

　今後，市政研究センターが，庁内職員と一緒に

なって明日の宇都宮を考える「アスノミヤ研究所」

となることで，市民生活の質を高める先駆的な政

策が立案され，実現されていくことを期待したい。
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